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委託契約協働事業

〇ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ支援
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〇協働事業ガイドラインの策定
・協働を進める意義、効果、原則等（条例・指針等から）
・協働に相応しい事業（領域）
・協働事業やその他様々な事業実施の手法
（負担金、後援、共催、協力、補助金、委託等）

・協働事業の進め方（役割分担、スケジュール等）
・選考（選考方法、選考委員の構成、評価項目）
・協定期間（実施年数）
・事業評価（評価項目、見直し）

・相談窓口（地つな、NPOセンター） など

〇委託ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定
・委託のルール、基準
・契約の方法
・評価の仕組み
・対象事業の選考

(抽出)方法

〇随契ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ改定
・NPO等との随契の
根拠を明示

〇NPO登録制度

相互提案協働事業
（平成18年～）

〇団体提案

〇市提案

〇各課の協働事業
【課題】
・協働で実施する旨の決定や選考基準などは各課任せ
・評価の仕組みがない
・起案や協定などどのように進めればいいのかわからない
・継続実施している事業の見直しを行う機会がない
・団体との意思疎通に苦慮することも多い

庁内ルールなし

〇委託事業
【課題】
・NPOへの委託が少ない
・NPOと民間企業の価格
競争だとNPOが不利

・NPOの情報が少ない

２年目

以降
〇団体提案
・4者協議見直し

見直し

新規

新規制度新規制度

〇各課選考委員会への委員の推薦
・「協働に相応しい事業か」「役割分担」「市民活動団体等

の特性が活かされているか」などの視点での審査を行う
委員を各課選考委員会へ派遣（希望制）


